
認定法第21条第２項第４号及び認定規則第46条第１項第４号及び第７号

【別表A（５）－１（公益充実資金の明細）】
下表の水色欄（■）を記載ください。黄色欄（■）は自動計算されます。

公益充実資金の前年度末値を確認します。

１． 公益充実資金の前年度末明細

円 円

円 円

円 円

円 円

事務所移転費用準備資金 費用 2026 2,799,700 円 2,799,700 円

円 円

円 円

2026 1,530,120 円 1,530,120

OA機器・システム取得資金積立
資産　カラー高速印刷機

資産 2025 3,191,760 円 3,191,760 円

円

車両取得資金積立資産　西蒲田
車両取得資金

什器備品修繕費用準備資金 費用 2026 12,743,676 円 12,743,676 円

前年度末

各資金の明細 実施時期（年度）※西暦 所要額 残高

事務所資産取得資金積立資産 資産 2027 14,768,213 円 14,768,213 円

車両取得資金積立資産　本部車
両４号車取得資金

資産 2026 3,219,370 円

円

車両取得資金積立資産　本部車
両１号車取得資金

資産 2026 1,377,108 円 1,377,108 円

車両取得資金積立資産　上池台
車両取得資金

資産

資産 2025 2,569,327 円 2,569,327 円

事業継続資金積立資産 費用 2028 40,052,253 円 40,052,253

3,219,370 円



公益充実資金の本年度末値を確認します。

２． 公益充実資金の本年度末明細

当該事業年度開始日(西暦) 2025/4/1

本年度末

前期末残高 取崩額（合計値） 取崩額のうち資産取得分以外 積立額 今期末残高 積立限度額

OA機器・システム取得資金積立
資産　カラー高速印刷機

資産 2025 0 円 3,191,760 円

74,804,520 円 135,644,056 円 135,644,056

各資金の明細 実施時期（年度）※西暦 所要額 取崩額（個別） 備考

事務所資産取得資金積立資産 資産 2027 21,000,000 円 円

円82,251,527 円 21,411,991 円 5,476,555 円

円

車両取得資金積立資産　上池台
車両取得資金

費用 2026 0 円 1,530,120 円

車両取得資金積立資産　西蒲田
車両取得資金

費用 2025 0 円 2,569,327

事業継続資金積立資産 費用 2028 45,125,000 円 円

円

事務所移転費用準備資金 費用 2026 2,799,700 円 円

什器備品修繕費用準備資金 資産 2026 0 円 12,743,676

車両取得資金積立資産　本部車
両４号車取得資金

費用 2026 3,219,370 円 円

車両取得資金積立資産  本部車
両１号車取得資金

費用 2026 0 円 1,377,108

円

OA機器・システム取得資金積立
資産　勤怠管理システム取得資金

資産 2028 3,819,816 円 円

OA機器・システム取得資金積立
資産　本部複合機取得資金

資産 2028 3,145,626 円

OA機器・システム取得資金積立
資産　業務システム取得資金

資産 2028 17,772,084 円 円

OA機器・システム取得資金積立
資産　会計給与システム取得資金

資産 2027 3,099,888 円

新本部事務所整備費用準備資金 費用 2026 23,840,982 円 円

本部エアコン取得資金積立資産 資産 2027 11,821,590 円 円

円

円



認定法第21条第２項第４号及び認定規則第46条第１項第４号及び第７号

【別表A（５）－２（公益充実資金の明細）】
資産

特定の事業又は資産取得等の名称 事務所資産取得資金積立資産

当該活動の内容

本部（大田区仲六郷1-6-9）の事務所（土地及び建物）資産の取得・改良に備えて資金を積み立てるもので
す。
令和８年度の本部・蒲田分室の（仮称）都区合同庁舎への移転時期の詳細が未定であり、移転後の現本部
の使用に関しても建物所有者である大田区と調整中であるため、令和８年２月の理事会において計画期間
を令和９年度まで延長しました。

129 月）

所要額の算定方法 業者から徴した事務所改修の見積額に基づいています。

特定の事業又は資産取得等の名称 OA機器・システム取得資金積立資産　カラー高速印刷機

当該活動の内容 本部で使用するカラー高速印刷機の入れ替えに備えた資金を積み立てます。

計画期間（目的設定～実施） 西暦 2021 年 6 月 50 月）

資産

～ 2028 年 3 月 月数　（計画期間（目的設定～実施） 西暦 2017 年 6 月

特定の事業又は資産取得等の名称 事業継続資金積立資産

当該活動の内容
消費税のインボイス制度（適格請求書等保存方式）により、免税事業者である会員への『配分金に含まれる
消費税』については控除できなくなり、センターが負担することとなるため、令和８年度から同10年度までに
不足する消費税納税分を積み立てます。

計画期間（目的設定～実施） 西暦 2022 年 6 月 81 月）

所要額の算定方法 使用機種の購入先から徴した見積額から、当センターの公益目的事業会計分を積立限度額としました。

費用

～ 2025 年 8 月 月数　（

特定の事業又は資産取得等の名称 車両取得資金積立資産　西蒲田車両取得資金

当該活動の内容 西蒲田作業所における事業実施用車両の買替えに備え、資金を積み立てます。

計画期間（目的設定～実施） 西暦 2022 年 6 月 44 月）

所要額の算定方法 令和３年度(2021)年度決算の配分金額を基にシミュレーションをした額を積立限度額としました。

費用

～ 2029 年 3 月 月数　（

特定の事業又は資産取得等の名称 車両取得資金積立資産　上池台車両取得資金

当該活動の内容 上池台障害者福祉会館における事業実施用車両の買替えに備え、資金を積み立てます。

計画期間（目的設定～実施） 西暦 2022 年 6 月 46 月）

所要額の算定方法 使用車種の販売元から徴した見積額に基づいています。

費用

～ 2026 年 2 月 月数　（

特定の事業又は資産取得等の名称 車両取得資金積立資産  本部車両１号車取得資金

当該活動の内容 本部における事業実施用車両の買替えに備え、資金を積み立てます。

計画期間（目的設定～実施） 西暦 2022 年 6 月 47 月）

所要額の算定方法 使用車種の販売元から徴した見積額に基づいています。

費用

～ 2026 年 4 月 月数　（

特定の事業又は資産取得等の名称 車両取得資金積立資産　本部車両４号車取得資金

当該活動の内容 本部における事業実施用車両の買替えに備え、資金を積み立てます。

計画期間（目的設定～実施） 西暦 2022 年 6 月

所要額の算定方法 使用車種の販売元から徴した見積額から、当センターの公益目的事業会計分を積立限度額としました。

費用

～ 2026 年 5 月 月数　（

55 月）

所要額の算定方法 使用車種の販売元から徴した見積額に基づいています。

～ 2027 年 1 月 月数　（



特定の事業又は資産取得等の名称 什器備品修繕費用準備資金

当該活動の内容 本部のエアコンは耐用年数を超えているため、入替にかかわる費用を積み立てます。

資産

～ 2027 年 3 月 月数　（計画期間（目的設定～実施） 西暦 2024 年 2 月

当該活動の内容 令和８年度に予定している事務所移転のための費用を積み立てます。

計画期間（目的設定～実施） 西暦 2024 年 2 月 ～ 2027

所要額の算定方法 業者より提示された見積額から、当センターの公益目的事業会計分を積立限度額としました。

費用

特定の事業又は資産取得等の名称 事務所移転費用準備資金

37 月）

当該活動の内容 会計事務処理及び職員の給与事務処理のためのシステム更新に備え、資金を積み立てます。

計画期間（目的設定～実施） 西暦 2022 年 6 月 ～ 2027

所要額の算定方法 業者より提示された見積額から、当センターの公益目的事業会計分を積立限度額としました。

資産

特定の事業又は資産取得等の名称 OA機器・システム取得資金積立資産　会計給与システム取得資金

年 3 月 月数　（ 37 月）

当該活動の内容 業務システムの入替に備えた資金を積み立てます。

計画期間（目的設定～実施） 西暦 2025 年 2 月 ～ 2029

所要額の算定方法 業者より提示された見積額から、当センターの公益目的事業会計分を積立限度額としました。

資産

特定の事業又は資産取得等の名称 OA機器・システム取得資金積立資産　業務システム取得資金

年 11 月 月数　（ 65 月）

当該活動の内容 本部の複合機の入替に備えた資金を積み立てます。

計画期間（目的設定～実施） 西暦 2025 年 2 月 ～ 2029

所要額の算定方法 業者より提示された見積額から、当センターの公益目的事業会計分を積立限度額としました。

資産

特定の事業又は資産取得等の名称 OA機器・システム取得資金積立資産　本部複合機取得資金

年 3 月 月数　（ 49 月）

当該活動の内容 職員の勤怠管理システムの入替に備えた資金を積み立てます。

計画期間（目的設定～実施） 西暦 2025 年 2 月 ～ 2029

所要額の算定方法 業者より提示された見積額から、当センターの公益目的事業会計分を積立限度額としました。

資産

特定の事業又は資産取得等の名称 OA機器・システム取得資金積立資産　勤怠管理システム取得資金

年 3 月 月数　（ 49 月）

当該活動の内容 本部のエアコンは耐用年数を超えているため、入替にかかわる費用を積み立てます。

計画期間（目的設定～実施） 西暦 2026 年 2 月 ～ 2028

所要額の算定方法 業者より提示された見積額から、当センターの公益目的事業会計分を積立限度額としました。

資産

特定の事業又は資産取得等の名称 本部エアコン取得資金積立資産

年 3 月 月数　（ 49 月）

所要額の算定方法 業者より提示された見積額から、当センターの公益目的事業会計分を積立限度額としました。

費用

特定の事業又は資産取得等の名称 新本部事務所整備費用準備資金

年 3 月 月数　（ 25 月）

計画期間（目的設定～実施） 西暦 2026 年 2 月 ～

当該活動の内容
本部および蒲田分室が（仮称）都区合同庁舎へ移転し、新本部としてオープンするために必要な整備（レイ
アウト、什器備品等）を行うための資金を積み立てます。

2027 年 3 月 月数　（ 13

所要額の算定方法 業者より提示された見積額から、当センターの公益目的事業会計分を積立限度額としました。

月）


